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◆貴法人の概要についてお聞きします。以下の項目にしたがって御記入ください。 

法人名（正式名称を御記入ください） 

連絡先住所 〒   －         
都道

府県     
市区

町村 

 

電話番号 

    （     ） 

記入者氏名  

 

法人設立時期 主たる事務所の所在地 

都道

府県 
     年    月 

※法人格取得時期ではなく、法人が任意団体と

して設立された時期を御記入ください。 

貴法人に当てはまるものいずれかに○をお付けください。  

１．特定非営利活動法人（認定を受けていない法人） 

２．認定・特例認定特定非営利活動法人 

 

前事業年度の期間（西暦）         年   月   日 ～       年   月   日 

※ 設立後最初の事業年度末が到来していない場合は、今事業年度の期間を御記入ください。 

代表者の年代   

１．10 歳代  ２．20歳代  ３．30歳代  ４．40歳代   

５．50 歳代  ６．60歳代  ７．70歳代以上 

代表者の性別 

１．男性   ２．女性 

 

 特に指定のない質問については 2021 年１月１日時点の状況で回答して下さい。 

 金額の問は、百円単位を四捨五入して千円単位で御記入ください。また、該当がない場合は「０」

と御記入ください。 

 Ⅲには事業報告書、活動計算書で金額等を御確認いただく質問が含まれています。 

質問項目 

 お答えいただく問数は、選択される回答により異なりますが、最大で２０問になります。 

Ⅰ．活動状況等について  ９問（最大） 

Ⅱ．経理・情報開示とデジタル・オンライン化の状況について ３問（最大） 

Ⅲ．主たる収入源等について   ４問（最大） 

Ⅳ．寄附の受入状況について  ２問（最大） 

Ⅴ．株式保有状況について   ２問（最大） 
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〔主たる活動内容〕 

Ｑ２ 貴法人が行っている主たる活動内容において、最も活動時間を割いている活動について、具体的にどのよ

うな活動を行っているのか、下記枠内に簡潔にご記入ください。 

（記入例）子ども食堂の運営、引きこもり者の支援、スポーツ教室の運営、etc… 

 

〔事業活動に携わるボランティア数〕 
Ｑ３ 前事業年度（※１）において貴法人の事業活動（※２）に携わったボランティアの(1)延べ人数（※３）、 

(2)活動日数（※４）を選んで○をお付けください。（いない場合、実施日数がない場合は「０」を選んで○

をお付けください）。 

(1) 延べ人数 

１．０人 

２．１～９人 

３．10～29 人 

４．30～49 人 

５．50～99 人 

６．100～199人 

７．200～499人 

８．500 人～2,999人 

９．3,000人以上 

 

(2) 活動日数 

１．０日 

２．１～９日 

３．10～29日 

４．30～49日 

５．50～99日 

６．100～199日 

７．200日以上  

 

 

〔ボランティアに対する還元の有無〕 

Ｑ４ 貴法人の活動において、ボランティア活動に参加していただいた参加者に対して還元する制度はあります

か。当てはまるものすべてに〇をお付けください。 

１．ボランティア参加者の食費・交通費・滞在費いずれかの支給（現金）を行っている 

２．ボランティア参加者に食事等・交通手段・宿泊施設・物品（活動用品、記念品等）いずれかの提供を

行っている 

３．謝礼として現金を支給している 

４．謝礼としてクーポン・施設入場券・商品券等の有価性のあるものを支給している 

５．各自治体と連携して地域などで使用できるポイントを付与している 

６．現金や謝礼の支給はしていない 

７．その他 

 

※１ 設立後最初の事業年度末が到来していない場合は、回答日現在までの状況を御記入ください。 

※２ 現場でボランティア活動をしている方を把握するため、管理、運営、総務、庶務等に係るものは除きます。 

※３ 延べ人数は、「参加者数×参加者の活動日数」で計算してください。同一人物が３日活動した場合、「３人」とし

てください。 

※４ 活動日数は、前事業年度でボランティアの参加実績のある日数を御記入ください（最大 365日）。１時間でも活動

した場合は、１日としてカウントしてください。 
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〔抱える課題〕 

Ｑ５ 貴法人が安定的な法人の経営を行うに当たっての当面の課題は、どのようなものであると思いますか。 

特に重視するもの最大３つまで選んで○をお付けください（新型コロナウイルス感染症拡大の影響につい

ては別途Ｑ９でお伺いしますので、除外してお考えください）。 

１．後継者の不足 

２．人材の確保や教育 

３．収入源の多様化 

４．事業規模の拡充 

５．外部の人脈・ネットワークの拡大 

６．法人の事業運営力の向上 

７．一般向け広報の充実 

８．関係者への活動結果の報告 

９. 会計情報の開示 

10．その他 

  （具体的にお書きください：                              ） 

 

 

〔企業等との連携〕 

Ｑ６ 貴法人が活動を行っていく上で今後、企業等との連携方法として考えていることについて、現在実施して

いるものも含めて当てはまるもの全てに○をお付けください。 

１．企業との共同事業・共同活動・共同開発 

２．出向等を通じた人事交流 

３．企業等の社員のプロボノ等（※１）による技術支援 
４．企業等及び企業等の社員からの寄附の受入れ 
５．企業等からの助成金の申請・受入れ 
６．企業等の設備や機械機器の活用 
７．その他 

  （具体的にお書きください：                              ） 

８．企業等との連携は期待していない 

９．企業等との連携は必要ない 

  （理由を具体的にお書きください：                           ） 

 

 
  

※１ プロボノとは、各分野の専門家が、職業上持っているスキルや知識、経験を活かして、社会的・公共的な目的の

ために行うボランティア活動のこと。 
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〔企業との連携の分野〕 

Ｑ７ 貴法人が企業等との連携やプロボノの受入で強化したい分野はありますか。当てはまるもの全てに○をお

付けください。 

１．ＩＴ 

２．宣伝・広報 

３．マーケティング  
４．法務  
５．会計・経理 
６．人事 
７．組織運営・ガバナンス 
８．その他 
  （具体的にお書きください：                              ） 

９．企業との連携は必要と考えていない 
  （具体的な理由をお書きください：                           ） 

 

〔企業等の連携の実施方法〕 

Ｑ８ Ｑ７で１～８に〇を付けた法人に伺います。以下の問について、下記枠内に自由にご記入ください。 
（１）貴法人が企業等との連携やプロボノの受入を行っている場合、どのように連携先の企業やプロボノ

を見つけましたか。 

（２）企業等との連携やプロボノの受入において難しい点や課題はありますか。

 
〔新型コロナウイルス感染症拡大の影響による変化〕 

Ｑ９ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、貴法人の活動に何らかの変化が生じましたか。下記枠内に

自由にご記入ください。 

（記入例）外出自粛を踏まえオンラインでのサービス提供を開始した、サービスを多様化した、支援を求め

る人は増えたが外出自粛を踏まえ十分な活動ができなかった、etc… 

 

（１） 
 
 
（２） 
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〔採用している会計基準等〕 

Ｑ10 貴法人で採用している会計基準等について、当てはまるもの１つに○をお付けください。 

１．収支計算の考え方に基づき作成された所轄庁の旧手引き 

２．NPO 法人会計基準（※） 

３．公益社団・財団法人等において採用されている損益計算型の会計基準 

４．一般企業において採用されている損益計算型の会計基準 

５．その他 

６．分からない 

「NPO 法人会計基準」とは 

平成 22年７月に民間団体である「NPO 法人会計基準協議会」が策定した特定非営利活動法人の統一的な会計報告のルー

ルを記した会計基準をいいます。詳しくは、以下のホームページを御参照ください。 

   「みんなで使おう！NPO 法人会計基準」http://www.npokaikeikijun.jp/ 

 

〔デジタル・オンラインツールの使用状況〕 

Ｑ11 貴法人において、活動や業務で日常的に使用しているツールについて、当てはまるもの全てに○をお付け

ください。 

１．支援を必要とする人に対して支援・サービスの提供などの特定非営利活動をオンラインで行っている 
２．事務連絡等について電子メール、コミュニケーションアプリ（LINE 等）を利用している 
３．書類作成において文書作成ソフトや表計算ソフトを使用している（クラウドサービスを含む） 
４．会計・経理事務等において会計ソフトやアプリを使用している（クラウドサービスを含む） 
５．ホームページやブログを開設し、貴法人の活動内容について情報発信している 

６．ソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）で貴法人の活動内容について情報発信している 

７．ソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）を通じて他法人の活動情報を入手している 

８．上記のいずれも使用していない 

 

〔所轄庁への事業報告書等の提出方法〕 

Ｑ12  NPO 法上必要となる所轄庁への事業報告書等の提出に関して、貴法人に当てはまるもの全てに○をお付

けください。 

１．電子メールで提出している（提出するものがある） 
２．所轄庁は電子メールでの受付を可能としているが、対面・郵送で提出している 
３．所轄庁は対面・郵送のみで受け付けている 
４．オンライン（電子メールや Web 入力）での提出ができるようになれば、利用したい 
５．オンライン（電子メールや Web 入力）での提出ができるようになっても、対面・郵送で提出したい 
  （５．を選択された場合、理由を具体的にお書きください：                   ） 
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〔株式の保有状況〕 

Ｑ19 貴法人では株式を保有していますか。株式の保有状況として当てはまるもの１つに○をお付けください。 

１．特定の１法人の株式を保有している 

２．複数の法人の株式を保有している 

３．株式を過去に保有していたが、既に処分（売却・譲渡等）した 
４．保有しており、将来的には更に保有を増やしたい 

５．保有していないが、将来的には保有したい 

６．保有しておらず、今後も保有する予定はない 

 

〔株式保有の動機〕 

Ｑ20 Ｑ19 で他法人の株式を保有している、もしくはしたことがあると回答された法人に伺います。株式保有の

動機として当てはまるもの全てに○をお付けください。 

１．現物寄附（遺贈寄附を含む）を受けた  

２．資産運用を目的として保有している（していた） 

３．その他 
（具体的な動機をお書き下さい：                            ） 

 

〔将来的な株式保有の動機〕 

Ｑ21 Ｑ19 で将来的に保有を増やしたい、もしくは保有したいと回答された法人にお聞きします。保有を増やし

たい、もしくは保有したい理由を下記枠内に自由にお書きください。 

 

 

調査はこれで終了です。長時間、ありがとうございました。 

 
 
 
 
 
 

Ｑ20にお進みください 

Ｑ21にお進みください 


